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投稿（解説） 
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オープンアクセス～機関リポジトリの最近の動向～ 

時実 象一＊ 

 
 オープンアクセスのさまざまな動きのうち，機関リポジトリに関する部分の最近の動向を開設した。大学の機関リポジトリは展開が一段

落し，今後の方向を模索しており，一部の大学では義務化の動きがある。ドイツ Max Planck 研究所の eSciDoc リポジトリは付加価値が高

く興味深い。米国 NIH の「公衆アクセス方針」は，論文の提出がこれまでの「要請」から「義務」に変更され，これが実施された 2008 年

4 月から提出数が大幅に増加した。出版社側はこれに納得せず，9 月には「研究成果公正著作権法案」を提出し，公衆アクセス方針を覆そ

うと試みているが，現在のところ成功していない。 
キーワード：オープンアクセス，機関リポジトリ，研究助成機関リポジトリ，公衆アクセス方針，NIH，PubMed Central 
 

1．はじめに 

 筆者は後にオープンアクセス運動の 1 つの中心となった

SPARC に注目し，1999 年にその声明を紹介した1)。その

後 2001 年頃から本格的になったオープンアクセス運動の

動向を追ってきた 2-10)。オープンアクセスの目的は，科学

者や一般市民が研究成果に無料で自由にアクセスできるこ

とである。そのための手段として（1）オープンアクセス

雑誌，（2）機関リポジトリ，の 2 つが大きく取り上げられ

てきた。これらは現在もオープンアクセスのための主要な

手段であることは事実であるが，最近はその変化形態とし

ての（3）オープンアクセス・オプション，（4）研究助成

機関リポジトリ，が大きく注目されてきている。このうち

オープンアクセス・オプションの動向については別途解説

した10)ので，ここでは機関リポジトリと研究助成機関リポ

ジトリを中心として，2007 年以降の動向について述べる。

なお本稿中で紹介した機関等のサイトは「関連ウェブサイ

ト」としてまとめて記載した。 

2．大学・研究機関リポジトリの動向 

 機関リポジトリは，大学などの研究機関において所属す

る研究者の論文や各種発表資料を集めて公開するものであ

る。コンテンツによっては外部に公開しない場合もあるが，

実際には大多数の論文 PDF が一般公開されるので，オー

プンアクセスの重要な一翼と考えられている。世界各国の

大学や研究機関でリポジトリが運用されているが，これは

通常各機関の図書館の業務とされている。わが国でも国立

大学を中心に 90 以上の大学図書館が機関リポジトリを運

営している。著作権が著者から出版社に譲渡されている場

合は，リポジトリに論文を掲載する際出版社の許諾が必要

となる。譲渡されていない場合も登載には一定の条件が課

されているのが通常なので，これについても述べる。 
 
2.1 世界の動向 
 機関リポジトリの一覧についてはノッティンガム大学が

運 営 す る OpenDOAR （ Directory of Open Access 
Repositoriea）とサザンプトン大学が運営する ROAR

（Registry of Open Access Repositories）がある。それぞれ

の国別の統計を図 1，2 に示した。 

 米国の機関リポジトリの状況については，Lynch11)，米

国研究図書館協会（Association of Research Libraries）の

SPEC Kit 調査12)，McDowell13)や Rieh ら14)による調査報

告がある。Lynch らのアンケート調査では 2005 年に約 41
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リポジトリが存在するとされ，SPEC Kit のアンケート調

査では 2006 年に 37 リポジトリがあったと報告している。

McDowell は機関リポジトリを実際に調査し，2006 年現在

で 91 リポジトリを同定したとし，登載されているコンテ

ンツとしては，41％が学生の業績，37％が教師の業績，13％
が画像，としている。ただし詳細なデータは公表されてい

ない。Rieh らはミシガン大学の MIRACLE プロジェクト

により，2006 年に 2147 図書館にアンケート調査をおこな

い，446 件の回答を得た。その結果 48 図書館が機関リポ

ジトリを実施，70 図書館がパイロット実施中，92 図書館

が計画中で，残り 236 図書館はまったく計画がないとの回

答であった。実施中のリポジトリで使われているシステム

は DSpace（19），bepress（11），ProQuest（5）の順であっ

た。 
 オランダでは大学等研究機関が設立した SURF 財団の

支援により，NARCIS という共用リポジトリが大学等 18
機関に利用されており，16 万件以上の論文が登載されてい

る。一方英国では，英国統合情報システム委員会（Joint 
Information Systems Committee: JISC）が一貫して大学

リポジトリの構築を支援し，各種助成をおこなっている。

また欧州における機関リポジトリの共通基盤構築のため，

ノッティンガム大学やゲント大学など各国の大学とオラン

ダの SURF 財団，フランスの国立科学研究所（National 
Center for Scientific Research: CNRS）などが協力して，

Digital Repository Infrastructure Vision for European 
Research（DRIVER）を設立し，D-NET というリポジト

リ用ソフトウェアを開発している。 
 また，欧州では多くの政府系研究機関がオープンアクセ

スを支持しており，所属研究者の論文を自分のリポジトリ

に保存している。ドイツ最大の研究機関 Max Planck 協会

ではこれまで eDoc というリポジトリに論文を登録してい

たが，ドイツ連邦政府の支援を得て，FIZ Karlsruhe と共

同で eSciDoc という新しいリポジトリ・システムを開発し

た15)。これは単なるリポジトリではなく，研究機関内の文

書管理の性格を持つもので，論文の複数の版の管理も可能

である。またフランスでは CNRS がオープン・リポジトリ

HAL（Hyperarticles online）を開発した16)。HAL には 2007
年現在で 4 万件以上の論文が登載されている。 
 
2.2 わが国の動向 
 日本では国立情報学研究所（NII）が機関リポジトリを

推進してきたが，その経験が報告されている17)。わが国の

大学リポジトリについては国立情報学研究所のサイトに一

覧があり，3 研究所を含め 92 の大学等リポジトリが登録さ

れている（2009.2 現在）。これらの大学が中心となって「デ

ジタルリポジトリ連合（Digital Repository Federation: 
DRF）」を結成して国際会議やワークショップを開催して

おり，2008 年 12 月現在で 86 機関が参加している。なお

DRF は 2008 年 11 月に欧州の DRIVER プロジェクトとの

協力覚書を調印した18)。 
 最近複数の大学でリポジトリを共用する動きもある。広

島県大学リポジトリ（Hiroshima Associated Repository 
Portal: HARP）は広島県大学図書館協議会が運営し，県内

の公私立 11 大学が参加している。山形大学の「ゆうキャ

ンパスリポジトリ」は「大学コンソーシアムやまがた」に

参加している県内の 11 大学・大学校・高等専門学校が利

用できる。また岡山大学は「岡山共同リポジトリ」を公開，

システムの管理は岡山大学がおこなうが，コンテンツの収

集・管理は参加機関がおこなうとしている19)。 
 また大学リポジトリ業務の一環として，その大学で発行

する大学紀要を公開することがおこなわれている。前述

DRF のホームページには紀要・研究報告書タイトルの一覧

があり，筑波大学，京都大学，広島大学，北海道大学，長

崎大学，三重大学，宮崎大学，横浜国立大学などの紀要・

研究報告書 213 誌が公開されていることがわかる（2009.1
現在）。数学分野ではこれら紀要のメタデータを集めて，

Japanese Digital Mathematics Library（DML-JP）を構

築している。また早稲田大学などは Open Journal 
Systemsを用いて機関リポジトリと連携した紀要等の出版

を試みている20)。 
 大学以外の研究機関における機関リポジトリはまだまだ

少ない。前述 NII のリストには日本貿易振興機構アジア経

済研究所，産業技術総合研究所グリッド研究センター，奈

良文化財研究所のリポジトリが掲載されている。2008 年末

には独立行政法人 物質・材料研究機構（NIMS）が前述

Max Planck 協会の eSciDoc を用いてリポジトリを試行開

始している21)。 
 
2.3 機関リポジトリのコンテンツの検索 
 機関リポジトリの検索ツールは米国ミシガン大学が運用

しているOAIsterと英国ノッティンガム大学が運用してい

る OpenDOAR がよく知られている。OAIster は 1,066 機

関から収集した 2,000 万件近いレコードを収録している。

OpenDOAR は世界中の 1,296 機関リポジトリ（2008 年 12
月）に登載されているコンテンツの書誌を検索できる。ど

ちらの場合も Open Archives Initiative（OAI）が開発した

OAI-PMH というプロトコルを用いてリポジトリのメタ

データを自動的に収集している。また日本では，国立情報

学研究所より提供されていた JuNiiというツールから機関

リポジトリデータが検索できたが，JuNii は 2008 年 3 月

で終了した。これに代わるシステムとして JAIRO が 2008
年 10 月に試験公開された。ここでは 84 機関リポジトリの

54 万件のコンテンツが検索可能であるが，そのうち 16 万

件が雑誌文献で，21 万件が紀要論文である。 
 
2.4 出版社の許諾 
 多くの科学技術雑誌では著者は著作権を出版社に譲渡す

る必要がある。このため自分の論文でも機関リポジトリに

登載するためには出版社の許諾が必要である。しかし，実

際には許諾を求める手紙を書いてもなかなか返事がこない

ことも多く，いちいち許諾を求めることは現実的とはいえ

ない。そこで図書館側の要請により，多くの出版社が一定
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の条件で無許諾での機関リポジトリ登載に同意してきた。

各出版社がどのような対応をしているかについては，ノッ

ティンガム大学のプロジェクト SHERPA/RoMEO がまと

めている。2009 年 1 月現在の統計では 472 出版社のうち，

査読前・査読後の両方についてリポジトリ登載を許諾する

もの（グリーン）149 社，査読後のみを許諾するもの（ブ

ルー）104 社，査読前のみ許諾するもの（イエロー）59 社，

まったく許諾しないもの（ホワイト）160 社という状況で

あった（図 3）。 

 このように何らかの形で同意している出版社は全体の

66％であるが，Elsevier，Emerald，Karger，Springer，
BMJ，米国物理学会（APS），米国物理学協会（AIP），IEEE
などはグリーン，Taylor & Francis，Wiley Blackwell，
Nature，Science（AAAS），Oxford University Press，英

国王立化学会などはブルー，と主要な出版社はほとんどリ

ポジトリ登載を認めているので，圧倒的多数の論文がすで

にリポジトリ登載可能となっているといってよい。ただし

実際に登載されているかどうかは別問題である。なお登載

を認めていない代表的な出版社は米国化学会である。多く

の出版社は採択された論文の最終原稿のみの登載を許可し

ており，出版社版との差別化を図っている。出版社版の

PDF の登載を許可している出版社も 70 社程度ある22)が，

大手出版社は少なく APS，AIP の名が見えるくらいであ

る。主要出版社の方針例を例として紹介しよう。 
（1）Elsevier 
 プレプリント版をプレプリント・サーバに登載すること，

著者の最終原稿を（出版後ただちに）著者個人の，または

所属機関のサイトに書誌と DOI を記載して登載すること

を認める23)。 
（2）Nature Publishing Group 
 著作権は著者が保持する。出版の 6 ヵ月後に著者の最終

原稿を研究助成機関リポジトリ，機関リポジトリ，著者自

身のサイトに書誌と DOI を記載して登載することを認め

る24)。 
（3）Science Magazine 
 著作権は著者が保持する。著者自身のサイトに出版社へ

のリンクを明示して登載することを認める。また出版の 6
ヵ月後に著者の最終原稿を研究助成機関リポジトリへの登

載を認める25)。 
 

 許諾を明示していない出版社に投稿する著者のために，

SPARC は Science Commons と協力して著作権譲渡書の

付属文書を定式化し，著者がリポジトリ等に著者原稿を登

載する権利を保留することを推奨している26)。 
 
2.5 わが国の動向 
 わが国では国立情報学研究所の委託により，筑波大学，

千葉大学，神戸大学，東京工業大学のチームが学会出版社

の機関リポジトリへの対応状況を調査し，「学協会著作権ポ

リシーデータベース（Society Copyright Policies in 
Japan: SCPJ）」としてデータベース化している（図 4）。
これによれば，登録学協会 1,815 件のうち，グリーンが 40
件，ブルーが 216 件となっているが，検討中・無回答（グ

レー）が 1,405 件と圧倒的である（2009 年 1 月現在）。す

なわち，わが国では機関リポジトリについて学協会の理解

があまり進んでいないことを示している。 

 
2.6 大学における義務化 
 最近大学において，所属研究員にリポジトリでの論文公

開を義務付ける動きがある。2008 年 2 月には米国ハーバー

ド大学教養学部（Faculty of Arts and Sciences）の教授会

が研究者の論文を発信するライセンスを大学に与えること

を決議し，リポジトリへの論文提出を義務付けた27)。同様

の決定はスタンフォード大学教育学部28)，英国ナピア大学
29)，グラスゴー大学30)などでもおこなわれている。 

3．研究助成機関リポジトリ 

3.1 米国国立衛生研究所（NIH）リポジトリ 
3.1.1 新しい公衆アクセス方針 
 米国国立衛生研究所（National Institute of Health: 
NIH）は，助成研究から発生した論文を国立医学図書館

（National Library of Medicine）に設置されているリポジ

トリ PubMed Central に提出するよう 2005 年 3 月に決定

し，2005 年 5 月より受付を始めた。しかし，これは義務

ではなかったので，提出率が 3-4％（月 500 件以下）と低

迷した 9)。これを不満として 2005 年末に上院議員の Joe 
Lieberman と Thad Cochran が「治療法案（Cures Bill）」
を提出した31)。2006年6月には米国下院予算委員会が 2007
年予算案において，助成研究論文の最終原稿を PubMed 
Central に提出することを義務付けるよう明記した32)。そ
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図 3 SHERPA/RoMEO による出版社の機関リポジトリ登載許
諾状況（2009/1） 
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図 4 学協会著作権ポリシーデータベースによる国内出版社の
機関リポジトリ登載許諾状況（2009/1） 
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して 2007 年 6 月には，米国上院歳出委員会が NIH に助成

研究を出版後 12 ヵ月以内にインターネットで公開するこ

とを指示し33)，7 月には下院も同様の趣旨を含む 2008 年度

歳出予算案を可決34)，10 月には同趣旨の 2008 年度予算を

承認し35)，法案となった36)。ブッシュ大統領がこれに署名

するかどうか懸念もささやかれたが，2007 年 12 月 26 日

に署名がおこなわれ，義務化の方針が決定した。これに基

づき，NIH は，論文発行後 12 ヵ月以内に PubMed Central
に提出することを義務付ける新しい公衆アクセス方針を，

2008 年 1 月に発表した37)。新しい方針は 2008 年 4 月 7 日

より実施に移されており38)，これ以降に発行された助成研

究論文が対象となっている。図 5 に見られるように，この

結果 2008 年 5 月以降の論文提出数は一気に増加し，月

3,000-4,000 件にのぼるようになった39)。NIH の助成研究

論文数は年間約 60,000 件と見られるので，月 5,000 件に

達すればほぼ全件と考えられる。発行後 12 ヵ月となる

2009 年 4 月にはおそらくこの数字に到達すると見られる。 
 この間に出版社側も対応を進め，多くの出版社が論文発

行後 12 ヵ月後に直接出版社から PubMed Central に最終

原稿を提出する仕組みを整えた 40)。Elsevier，Nature 
Publishing，Wiley-Blackwell，Oxford University Press
などはこのサービス無料で提供し，論文勧誘の目玉にしよ

うとしている。米国化学会の場合は会員には無料で，非会

員には$100 でこの作業をおこなっている41)。 

3.1.2 研究成果公正著作権法案 
 出版社側はこの方針に対して一貫して異議をとなえてい

る。米国出版者協会（Association of American Publishers: 
AAP ） の 職 業 ／ 学 術 出 版 （ Professional/Scholarly 
Publishing: PSP）部門は 2008 年 3 月 17 日に NIH 所長

Zerhouni 宛に公開書簡を送り42)，方針の精神には賛同する

が，（A）出版者との十分な合意が得られていない，（B）出

版者の著作権保護が明確でない，（C）より適した手段があ

るはずである，と主張した。出版者と NIH の協議は 3 月

19 日におこなわれたが，NIH の説明に納得できないとし

て 4 月 16 日には AAP と Washington DC Principles（主

として HighWire Press の学会出版社からなる）の連名で

再度公開書簡を送っている43)。そこでは，著作権の問題が

依然解決していない，PubMed Central に現在登載されて

いる著者原稿の多くは出版者の指示に従っていない，今回

の方針では総説記事も登載が義務付けられているがこれは

おかしい，著者が登録の際改変することが防止できていな

い，患者への情報提供が目的であったはずであるが，それ

が適切におこなわれていない，PubMed Central の記事を

利用した海賊行為の防止がおこなわれていない，などの点

について回答を求めた。これらの質問に対し Zerhouni は 6
月 2 日に回答を送り44)，（1）Adminstrative Procedure Act
による新たな立法手続きは必要とされていない，（2）NIH
は議会の決定に従っているにすぎない，（3）著者の原稿は

もともと著者に著作権があると解される，（4）著作権に関

する方針の記述は十分である，（5）助成に関する規定と矛

盾はない，（6）出版者の意見はこれまで十分聞いている，

などと回答した。また 4/16 の書簡に対しても「すでに説明

済み」と回答している45)。 
 これに対し，出版社側は 2008 年 9 月に反撃に出た。下

院議員Conyersが9月9日に研究成果公正著作権法案（The 
Fair Copyright in Research Works Act）を提出し，NIH
の公衆アクセス方針を事実上禁止することを主張した46)。

それと同時に，DC Principle，や前述 AAP の PSP 部門が

直ちに公開書簡を送り，法案への支持を表明した47)。これ

に加えて米国物理学協会（American Institute of Physics）
48) ，米国大学出版社協会（American Association of 
University Presses）49)なども次々法案を支持した。これに

対し図書館 9 団体50)やノーベル賞受賞者 33 名51)などが公

開書簡を送り，公衆アクセス方針の維持を訴えた。この法

案は公聴会の後，現在のところ凍結状態となっている52)が，

STM が 10 月に下院司法委員会小委員会宛に法案支持の公

開書簡を出す53)など議論は続いている。この件に関して興

味深いことは，商業出版社が一切表面にでなかったことと，

大学の中で図書館と大学出版部門の意見が対立したことで

あろう。 
 
3.2 その他の研究助成機関のリポジトリ 
 英国では年 6 億ポンドを助成する生医学分野最大の研究

助成機関 Wellcome 財団が 2006 年 10 月より助成研究論文

のオープンアクセス・リポジトリへの登載を義務付けた54)。

また，政府の研究助成金（28 億ポンド）を扱っている英国

研究評議会（Research Council UK: RCUK）に属する 8
評議会もオープンアクセスを推進する立場を明らかにして

いる 55)。論文の受け皿として，Wellcome 財団，政府健康

省，医学研究評議会（Medical Research Council）など研

究助成 8 機関が出資者となって，米国国立医学図書館

（NLM）の技術協力のもとに UK PubMed Central を 2007
年 1 月に開設した。ここは 2008 年 7 月現在で 130 万件の

論文を登載している。しかし，Wellcome 財団の 2008 年 2
月の発表では 2007 年 5 月発行の該当論文の 27％しか登載

されなかったと報告されており56)，十分成功しているとは

いえない。 
 その他の国ではカナダ衛生研究所（Canadian Institute 
of Health Research: CIHR）がオープンアクセスを義務付

けている57)。 

Total manuscripts

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

20
05

年
5月

20
05

年
7月

20
05

年
9月

20
05

年
11

月

20
06

年
1月

20
06

年
3月

20
06

年
5月

20
06

年
7月

20
06

年
9月

20
06

年
11

月

20
07

年
1月

20
07

年
3月

20
07

年
5月

20
07

年
7月

20
07

年
9月

20
07

年
11

月

20
08

年
1月

20
08

年
3月

20
08

年
5月

20
08

年
7月

20
08

年
9月

図 5 PubMed Central への月刊論文提出数の推移 
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4．機関リポジトリの今後の動向 

 大学などにおける機関リポジトリはしだいに数が伸びて

きたが，そのコンテンツは必ずしも充実しているとはいえ

ない。研究者にとってみれば，リポジトリに論文を登載す

ることは手間がかかる上，自分にとってどのような利益が

あるのか見えにくい。特に有力大学の研究者は自分自身が

電子ジャーナル閲覧に不自由することがないので，オープ

ンアクセスに理解があるとはいえない。これに業をにやし

た推進者たちが一部の大学で義務化を打ち出しているが，

この動きが広がるかどうかは明らかでない。Max Planck
協会では Springer との契約の一部として，Springer で出

版された Max Planck 研究所の論文は自動的に eSciDoc に
登録される仕組みを考えているが58)，そのような出版社と

の協力が得られれば道が開けるかもしれない。わが国にお

いては，短時間で多くの大学リポジトリが立ち上がったこ

とが注目される。今後そのコンテンツが充実できるかどう

かが課題となる。 
 研究助成機関のリポジトリについては，2008 年 4 月の

NIH の新しい公衆アクセス方針で義務化が実現したこと

は画期的である。これにより大量の生医学文献がオープン

アクセスとなることは明らかである。しかし，今後も出版

者との攻防が予想され，場合によっては訴訟もあるうると

思われ予断を許さない。一方欧州の Wellcome Trust など

も義務化しているが，現在は登載率が低調であり，これを

どのように解決するのか注目される。 

 ［関連ウェブサイト］ 

（参照日は全て 2009 年 2 月 5 日） 
Association of American Publishers (AAP).  
 http://www.publishers.org/ 
DRIVER. http://www.driver-repository.eu/ 
HighWire Press.  
JAIRO (Japanese Institutional Repositories Online).  
 http://jairo.nii.ac.jp/ 
Japanese Digital Mathematics Library.  
 http://dmljp.math.sci.hokudai.ac.jp/ 
Joint Information Systems Committee (JISC).  
 http://www.jisc.ac.uk/ 
NARCIS. http://www.narcis.info/index/tab/narcis 
NIH Public Access Policy. http://publicaccess.nih.gov/ 
OAIster. http://www.oaister.org/ 
Open Archives Initiative. http://www.openarchives.org/ 
OpenDOAR (Directory of Open Access Repositories).  
 http://www.opendoar.org/ 
Open Journal Systems. http://pkp.sfu.ca/?q=ojs 
Professional/Scholarly Publishing (PSP).  
 http://www.pspcentral.org/ 
Research Council UK. 
ROAR (Registry of Open Access Repositories).  
 http://roar.eprints.org/ 
Science Commons. http://sciencecommons.org/ 
Scientific Electronic Library Online (SciELO).  
 http://www.scielo.br/ 
SHERPA/RoMEO Publisher copyright policies & self-archiving.  
 http://www.sherpa.ac.uk/romeo/ 
SPARC. http://www.arl.org/sparc/ 
SURF. http://www.surf.nl/en/ 
UK PubMed Central. http://ukpmc.ac.uk/ 

Washington DC Principles. http://www.dcprinciples.org/ 
Wellcome Trust. http://www.wellcome.ac.uk/ 

機関リポジトリ上で公開されている研究紀要，研究報告集類のリ

スト（試行） 

http://drf.lib.hokudai.ac.jp/drf/index.php?Journals 
デジタルリポジトリ連合（Digital Repository Federation）．

http://drf.lib.hokudai.ac.jp/drf/index.php?Digital%20Reposito
ry%20Federation 

学術機関リポジトリ構築連携支援事業：機関リポジトリ一覧．

http://www.nii.ac.jp/irp/list/ 
広島県大学リポジトリ（Hiroshima Associated Repository Portal: 

HARP）．http://harp.lib.hiroshima-u.ac.jp/ 
ゆうキャンパスリポジトリ．http://repo.lib.yamagata-u.ac.jp/ 
学協会著作権ポリシーデータベース． 
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